
在沖米海兵隊員による女性強盗殺人事件に関する意見書 

 

去る 10 月 3 日、那覇市内のホテルにおいて女性が殺害され所持品を奪われる事件

が発生し、翌日未明、強盗殺人の容疑で米軍普天間飛行場所属の米海兵隊員が沖縄市

内で緊急逮捕された。 

本市議会は、亡くなられた方に深く哀悼の意を表するとともに、御遺族に心からお

悔やみを申し上げる。かけがえのない命が奪われたこの凶悪な事件は、基地と隣り合

わせの生活を余儀なくされている市民・県民に大きな衝撃と不安を与えており、県内

各地からも一斉に激しい抗議の声が上がっている。このような事件は、断じて許され

るものではない。 

本市は、嘉手納飛行場をはじめとする米軍基地を抱え、市民生活のすぐそばに米軍

基地がある。さらに、同月 4日には、本市及び那覇市において米軍人 2人が飲酒運転

の疑いで相次いで逮捕されるなど、市民の日常の安全が脅かされる事態が続いている。

米軍人等による事件・事故が発生するたびに、本市議会をはじめ県内の自治体及び関

係機関は、日米両政府及び米軍に対し、綱紀粛正、法令遵守、人権教育の徹底及び実

効性ある再発防止策を繰り返し強く求めてきた。それにもかかわらず、今回のような

事件が再び起きたことは誠に遺憾であり、市民・県民の米軍に対する信頼を大きく損

なうものである。 

日米両政府及び米軍は、この事態を極めて重く受け止め、市民・県民の目に見える

具体的かつ実効性のある再発防止策を早急に講じるべきである。 

よって、本市議会は、市民の生命・財産を守る立場から、今回の事件に対し厳重に

抗議するとともに、日米両政府及び米軍に対し、下記事項を強く要求する。 

 

記 

1．被害者の御遺族に対し、謝罪と補償を誠意をもって迅速に行うこと。 

2．具体的かつ実効性のある再発防止策を講じ、実施状況を明らかにすること。 

3．米軍人・軍属等への教育及び勤務時間外の行動の管理を徹底すること。 

4．今後の捜査に万難を排して協力するとともに、事件・事故発生時には、関係自治

体に速やかかつ正確に情報を提供すること。 

5．日米地位協定の抜本的な見直しを行うこと。 

以上、地方自治法第 99 条の規定により意見書を提出する。 
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